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別記様式第１号（第４条関係） 

木津川市行財政改革推進委員会 会議経過要旨 

会 議 名 令和４年度第２回 木津川市行財政改革推進委員会 

日 時 
令和４年１０月２１日（金） 

午後２時～午後３時５０分 
場 所 

木津川市役所本庁舎５階 

全員協議会室（公開） 

出 席 者 

委 員 

出席：■ 

欠席：□ 

■新川委員（会長）     □壬生委員（副会長） 

■原田委員  ■森田委員  ■山岡委員  ■山口委員 

■大野委員  ■小林委員  ■中野委員 

その他出席者 （傍聴者）１名 

庶 務 
（事務局：総務部財政課行財政改革推進室） 

 辻総務部長、城田室長、宮本主任 

 

議 題 

 

１．開  会 

２．議  事 

 （１）（仮称）第４次木津川市行財政改革大綱（素案）について 

３．そ の 他 

 （１）令和４年度第３回委員会の開催日程について 

４．閉  会 

会議結果要旨 

・（仮称）第４次木津川市行財政改革大綱（素案）について説明を受け、審

議を行い、委員意見を踏まえ修正した内容を大綱（案）としてまとめ、次

回開催の委員会において事務局から説明・説明を受け、審議を行うことと

した。 

 

会議経過要旨 

 

 

 

 

 

 

１．開 会  

◎森田委員を、本日の署名記録委員に指名した。 

 

２．議 事 

（１）（仮称）第４次木津川市行財政改革大綱（素案）について 

 資料１（仮称）第４次木津川市行財政改革大綱（素案） 

 

◎事務局から（仮称）第４次木津川市行財政改革大綱（素案）について説

明を受け、審議を行った。 

 

意見・質疑応答など【◎：会長発言、○：委員発言、⇒：事務局発言】 

○基本的なことになるが、行財政改革推進委員会というようにどこの自治

体を見ても同じような取組みがなされている印象を受けるが、国、総務

◎：議事・進行 
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省からの指導があるのか。また報告を求められることや、近隣自治体と

の資料交換等は行っているのか。 

⇒行財政改革推進委員会については市が条例に基づいて設置しており、国

等から直接、指導を受けることや、報告を求められているものではあり

ません。また、近隣自治体等の取組状況等を先進事例研究として情報収

集することはありますが、直接、資料等をやりとりすることはほとんど

ありません。 

○公務員の定年延長はどのようになっているか。 

⇒法律改正により段階的に６５歳まで定年が引き上げられていく制度設計

となっています。 

○民間では外国人の雇い入れが進められているが、本市においても職員の

削減だけに焦点を当てるのではなく、臨時的にでもこうした人材を活用

することは考えていないのか。 

⇒これまでから外国人の方を国際交流員（ＣＩＲ）という形で任用してき

た経過があり、令和４年８月には新たにベトナム国籍の方に来ていただ

いています。 

○公務員の定年延長は来年から実施され、段階的に令和１３年に６５歳定

年となる。ただし、定年延長によって民間は雇用を維持する一方で公務

員は定数管理が求められる側面があるなかで、６５歳定年となることに

よる影響をどのようにシミュレーションしながら職員数と人件費を抑制

していくのかが大きなポイントとなる。こうした中で、資料１ページ、

取組みの成果において、類似団体を下回る職員定数管理と内部管理経費

の徹底したスリム化について触れられており、これらを図ってきたこと

は事実としてあるが、定年延長を踏まえるならばこの後の文章に、「た

だし、今後も引き続き人件費等の抑制を図ってまいります」といった文

言を明記する必要があると考える。令和３年度と令和４年度の予算ベー

スにおいても人件費が２億５３８９万円増加したことを考慮するなら

ば、定年延長により人件費が今後も増加することが予想されることから

人件費率も考慮しなければならない。また、資料１２ページの定員適正

化計画においても、計画初年度から確かに職員数は減少しているが、４

年間で達成率が６７％と目標に届いておらず、進捗が思わしくない。一

方、１３ページの会計年度任用職員の任用状況をみると、令和３年度と

令和４年度の比較で５５人増加していることで人件費予算の嵩上げに繋

がっていると考えるため、定員管理を行ううえで整合を図る必要があ

り、こうしたことが課題としてあるのでは。 

⇒第３次定員適正化計画では、公立保育所民営化等実施計画も見据えるな

かで、計画期間の５年間で８．４％、４１名の削減を目指すことで取組

みがスタートしています。その後、待機児童対策の観点等から計画の一

部を延伸したことなど、目標達成に向け、現時点では厳しい状況にあり

ます。また、会計年度任用職員については、保育士や児童クラブ指導員

の任用割合が高く、保育所の民営化等実施計画の進捗や放課後児童クラ
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ブの運営方法の検討との兼ね合いにより大きく変わってくるところで

す。いずれにしましても重要なご指摘であり令和５年度に予定する定員

適正化計画の見直しの中で、定年延長も含め検討していく必要があると

考えています。なお、人件費については、今後、定年延長による影響と

しては６０歳で役職定年となることでの減少を見込んでいます。予算が

増加していることについては、会計年度任用職員制度への移行によって

物件費等から人件費に計上されたこと、期末手当支給額の平年化したこ

と、新型コロナウイルス対策のための人員確保が必要であったことが大

きな要因と考えています。 

○人件費を抑制する意味でも、会計年度任用職員の定数管理もしっかりと

行う必要がある。 

⇒外部評価においてご指摘をいただいた点でもあり、人事担当も必要性を

認識していると思いますので、アクションプランの中で取り組んでいき

たいと考えています。 

○人件費削減についての意見が出されたが、一般的に言われている公務員

の給与を減らす議論については反対である。民間企業と比較しても正直

高いとは言えないと感じている。会計年度任用職員についても仕事内容

を考えれば適当か、少し低い金額であり、市民として生活する中で、こ

の給料で仕事をしていただいていることに感謝している。ただ、行財政

改革として人件費を削減していかなければならないのであれば、一つの

案として勧奨退職を有効に活用してはどうかと考えている。資料１０ペ

ージ、本市の年齢別職員構成をみると４１歳から５５歳の割合が高く、

この世代が定年延長によってスライドすると、更に高年齢の職員ばかり

になってしまい、若い職員の採用ができないことにより組織として均衡

がとれない問題が生じてしまう。合併自治体はこうした構造になってし

まうことは致し方ないと思うが、勧奨退職を促すことにより世代間の比

率を均衡にして若い優秀な職員が増えるようにしていただきたい。 

⇒現状でも勧奨退職の制度を活用して早期退職する職員も一定数います。

行財政改革として人件費の削減を進めていくことが重要である一方、現

状として本市の人口が増加する中にあって、類似団体と比べると１万人

あたりの職員数が少ないといった側面もあり、行政運営を維持していく

ためのバランスを今後どうしていくのか、しっかりと見極めながら次の

定員適正化計画に繋げ、それを運用していくことが必要と考えていま

す。 

 ○新たな方針において「マチオモイな人」「マチオモイな職員」という言

葉が使われているが、「マチオモイ」という定義は何か。「マチオモ

イ」という言葉は直感的にわかりにくい。 

 ⇒本市において２０１６年４月にマチオモイ部を創設しており、組織名称

を検討する際に木津川アートの中で「わたしのマチオモイ帖制作委員

会」が自分にとって大切なまちを再認識すること、地域に寄り添って、

地域に眠る価値を見つけたいという意味でつけている「マチオモイ」と
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いうフレーズ、コンセプトを市長が気に入ったことで本市も使わせてい

ただいた経過があります。人口が減少し、地域の担い手の確保が難しく

なっていくことが見込まれる中で、まちに愛着を持って、まちのために

協力いただく人たちを作りたいという思いと、地域を飛び出し地域と一

緒になって汗をかく職員を育てたいという考えから、今回、「マチオモ

イ」という言葉を使っています。ご意見のとおり、初めてこの言葉に触

れた方には「マチオモイ」はどういう意味が含まれているのか認識が難

しく、用語解説等により説明が必要だという思いはありますが、先ずは

職員が自分のまちを再認識して仕事に取り組むという姿勢、地域に寄り

添って無数の価値を見出していくという意識を持ってほしいと考えてい

ます。 

 ○「マチオモイ」という言葉を使うにしても、そのような市の思いがどの

程度、市民に理解され、認識されているのか。 

 ⇒市民の方にもそうした意識を持っていただきながら、広げていきたいと

考えています。 

 ○この「マチオモイ」という言葉を聞いた時に指すイメージが湧かず、な

ぜ片仮名といったところも非常に違和感がある。市民生活の中に浸透し

ていないと感じているのが正直なところ。クリエイティブ業界では単語

をカタカナにしてネーミング付けに用いるといった流行があったが、中

長期的計画の中に用いるキーワードであれば流行に流されたネーミング

を使用すると一般市民からは受け入れられないのではないか。 

  言葉選びは一般企業が顧客を取り込むときには重要となるが、木津川市

では、こども宝課があるが市の施策として保育所等の民営化を進めてい

ることに対して、子どもを宝と思っていないとの話を聞くことがあり、

ネーミングとの違いにこうした市民感情が表れていると思う。市民が引

っかかってしまう言葉を選ぶのは戦略的に良くないと思うため、クリエ

イティブな言葉ではなく端的で分かりやすいものにしたらどうか。 

 ○マチオモイ部農政課と数年前から仕事をしているため、「マチオモイ」

という言葉・フレーズには違和感なく認識している。慣れ親しんでその

コンセプトを理解していくうちに受け入れることができたため、市民に

端的に幅広い世代に発信することが大切であると感じている。 

 ○「マチオモイ」については、パブリックコメントで市民の意見を聴くの

が一番良いのではないか。 

 ◎「マチオモイ」については様々な意見があるため、事務局で何か工夫で

きることがないか検討されたい。 

 ○１４ページの人材育成において、職員が成長を実感できる環境等につい

て触れており、若手職員や女性職員をターゲットしていると考えるが、

５６歳以上の職員が７８名いる中で定年延長により６５歳まで勤めると

いうことになるのであれば、高年齢層への生産性向上に向けた再教育や

リカレント教育も必要ではないか。 

 ⇒研修計画により毎年度、職務職階、年代別に応じた研修等を実施してお
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り、引き続き取り組むものです。定年延長制度が始まる中で、今後見直

しが必要となった部分については、検討していきたい。 

 ○今後、急速に職員が若返っていく問題が京都府内の市町村で課題となっ

ており、十分に経験を積まないうちに管理職として市の中枢に座らざる

を得なくなっている。公務員の給与体系を鑑みると今後人件費は自然に

下がっていくことが予想される。人件費を抑えるために勧奨退職をとの

意見もあったが、実際の運用は難しく官民ともに辞めて欲しくない優秀

な人材から辞めてしまう。私の問題提起としては、若手の育成につい

て、経験を積まずに管理職に昇任する時代が、何年後かに必ず来ると思

う。政策を立案して実行できる訓練を今からやっておかないといけな

い。たとえば、北陸の自治体では、若手職員に予算枠を与え、政策コン

テスト的なことをやって、自分で提案し実行することで訓練が積まれて

いる事例もあることから、本市でも同様に訓練を行っていただきたい。 

  また、今は保育所が足りないが、何年か後には急速に縮小せざるを得な

いことが予想され、保育士・保育所のあり方について各市町村とも課題

を抱えている。京都府においても保育所を廃止し、保育士が事務職に転

換したケースがあったが、職種転換は非常に難しい面があったことか

ら、そうした将来が予想されるのであれば、早い段階から関連業務を含

めて他の仕事を経験してもらっておくのが良いと思われる。 

  続いて、データサイエンス、ＥＢＰＭといった言葉が見受けられるが、

数字に基づき政策立案し、その結果も数字で示すことは重要であり、良

いことだと思う反面、実際に取り組むと数字に振り回される部分もかな

り出てきて、数字を達成すれば全部達成みたいになりがちなところが全

国的にも見受けられる。数字に表れない部分も多くあり、例えば単に廃

止するのではなく発展的に統合していくなど、様々な手法があるはず

で、数字では表れない部分についても目を向けて取り組んでいただきた

い。 

 ◎重要な指摘であるため、意見を踏まえて計画に活かされたい。 

 ○資料１５ページの公共施設マネジメントについて、公共建築物の将来の

更新費用として今後４０年間の数値が示されているが、公共施設等総合

管理計画の計画期間は３０年間となっており、更新費用を３０年間にな

らして取り組んでいくというイメージで良いか。施設類型別個別施設計

画の目標ともリンクしているのか。 

 ⇒計画策定時において今後４０年間での更新費用がこのような試算結果に

なり、実際に３０年間の計画期間の中で２８％の削減を目指すとした計

画を立てています。具体的には施設類型別個別施設計画において、１期

を１０年間とし、第１期で８％、第２期で１８％、第３期で２８％を削

減目標として取り組むもので、現状としては、令和８年で８％の削減に

対し、令和３年度末で３％となっています。 

 ○保有量２８％削減に向けて、民間に売却するということも有り得るの

か。 
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 ⇒施設の廃止統合等によることを想定していますが、民間へ売却すること

も考えられます。 

 ◎公共施設の将来設計更新費用は現状のまま施設の建て替えを行った場合

の試算額、将来に負担できる金額を考え３０年間でどの程度減らさない

と支払えないかというものが公共施設等総合管理計画の数値目標、その

総量をこれからどのように減らしていくのかを示したのが施設類型別個

別施設計画の目標であり、延床面積をどの程度減らすかという計算にな

っているが、簡単な説明文を追加するなどより分かりやすい内容へと改

められたい。 

○先ほど、保育士から事務職への転換についてはハードルが高いという話

であったと思うが、保育所の民営化は歳出の削減に大きく貢献するのが

事実としてある。こうした中で、会計年度任用職員は１年更新の契約で

あり、職務転換について考える必要はないが、正規職員については処遇

面が足かせとなり民営化の推進を阻害することがないよう、たとえば民

営化時に保育士も民間に転職いただくことも考えられる。行財政改革の

視点に立って考えるということであれば、こうした視点で民営化を進め

ていく必要があるのでは。現在の進捗状況は。 

 ⇒本市の保育所を民営化した際に正職が退職し民間に移られた事例もあり

ます。保育所については、公立保育所民営化等実施計画に基づき取り組

んでいますが、待機児童の状況や今後の保育ニーズを踏まえ、計画を一

部延伸しています。また、正規職員の保育士の処遇については、計画の

進捗にあわせ人事部局と担当部局でしっかりと調整する中で、進めてい

く必要があると考えます。 

○人事部局と担当部局でしっかりと議論しながら適正な方向に進めていた

だきたいし、そういう方向性をもってやっていただきたい。 

 ○特に木津エリアは開発を進めてきたことにより、高齢化が進んでいる地

域と城山台のような人口が増加している地域が混在していることがウィ

ークポイントと感じている。公共施設の最適化に関しては木津川市全体

で考えるのでなく、地域の特色やニーズ等に応じて最適化を図っていく

ことが必要と感じている。 

 ◎本日のまとめとして、委員の皆様から定員管理あるいは人材育成といっ

た人事面について意見をいただいており、全体の構成や処遇、それぞれ

の職員の能力向上等について計画策定にあたり改めて精査されたい。 

  また、新しい「マチオモイ」という人材を育て、仲間づくりすることを

できるだけ具体化することに加え、職員がそれを理解し必要な能力を身

に付けていただくこと、更には急速に進む世代交代に対し、若手職員が

将来の管理職として早い段階から能力開発をしていただくことへの指摘

もあった。一方で、定年延長となる職員のモチベーションをどう維持し

ていくのか、働きやすい環境づくりや意欲を引き出すような働き方を考

えていただきたいと意見があったため、この点は大綱というよりは、む

しろ次年度の人事管理計画や職員研修等で詳細を検討することとなるの
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ではないか。 

  続いて、事業の見直しとして保育所・幼稚園への意見があった。木津川

市は現在人口が増加しており当面の対応は必要だが、いずれは需要が減

っていく状況が想定されるため、そこをしっかりと見定めて行財政改革

の中でも考えていく必要があるということ。あわせてこの話は実は子ど

もたちの問題だけではなくて、１０年後に人口成長が止まった後には急

速な高齢化が進み、さらに１０年後の２０４０年には日本全体で高齢者

数がピークに達する時期となり、その後は高齢者が少なくなり、介護も

医療も必要がなくなっていく状況が想定される。２０４０年に向けてど

ういう体制をそれまでに作っておくのか。現状として必要なサービスを

どういう形でまかない、先々に始末ができるような行財政改革の体制を

作っていかなければいけない。本大綱案は２０２８年までの計画となっ

ているが、その先に禍根を残すような改革では困ると思っており、この

あたりも事務事業の見直しの観点で検討いただきたい。 

  その他、デジタル化や EBPMについても意見があったため、大綱案の作成

に向けて事務局で精査いただきたい。 

◎本日の委員意見を踏まえ修正した内容を大綱（案）としてまとめ、次回

開催の委員会において事務局から提案・説明を受け、審議することとす

る。 

 

３．そ の 他 

（１）令和４年度第３回委員会の日程について 

 ◎第３回委員会については、事前の日程調整により下記のとおり開催する

との報告があった。 

  ・第３回委員会 日時：令和４年１１月４日（金）午後２時～ 

          場所：木津川市役所５階 全員協議会室 

 

その他特記事項  

 


